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１  趣旨  

この要領は、大和高田市の介護認定審査会による審査及びその準備業務の一部をアウト

ソーシング化する事で効率的で、より安定的な業務の遂行をはかることを目的とし、プロ

ポーザル方式より受託事業者を決定するため定めるものである。 

 

２  業務の概要  

 （１） 業務名称 

  大和高田市要介護認定業務一部委託 

（２） 業務内容 

  大和高田市要介護認定業務一部委託 業務仕様書のとおり 

 （３） 業務委託期間 

  令和７年１０月１日から令和１２年９月３０日 

  ただし、現履行事業者以外の事業者が採用された場合は、上記の業務委託期間に加え、

令和７年９月１日から令和７年９月３０日までの１か月間を現履行事業者からの引継

ぎ期間とする。 

 （４） 契約方法 

  公募型プロポーザル方式による随意契約 

 （５） 提案上限金額  

令和７年１０月１日から令和１２年９月３０日まで 

  ６４，６８０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  ※ この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、提案内容の規模を示すため 

のものである。 

 （６） 近年の本市の状況等 

 申請数

（人） 

認定審査会数

（回） 

委託事業者の審査会出席回数

（回） 

令和３年度  ２，９４９ ９５ ４８ 

令和４年度 ３，４５７ ９５ ４７ 

令和５年度 ２，８６３ ９５ ４７ 

令和６年度 ２，９６８ ９４ ４９ 
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  (７) その他 

・令和７年９月１日から令和７年９月３０日までの引継ぎ業務 

上限額７３０，５１０円（消費税及び地方消費税を含む。）   

※ 引継ぎ業務にともなう契約は、現履行事業者以外が選定された場合に限り、

本業務委託契約の決定後に新たに締結する。 

・契約期間中に、大和高田市要介護認定業務一部委託業務仕様書に定める本市基幹シ

ステム及び介護認定審査会資料作成システムに変更が生じた場合、または行政業務

のオンライン化、根拠法令の改正等により業務内容に変更が生じた場合には、本市

と協議のうえ、履行すべき内容について決定し、受託事業者はこれに対応すること。  

 

３  実施スケジュール 

 項目 期日等 

１ 公告 令和７年５月２０日（火）から令和７年６

月２日（月）まで 

２ 参加申込書等の受付期限 令和７年６月２日（月） 

３ 質問受付期限 令和７年６月４日（水） 

４ 質問に対する回答 令和７年６月６日（金） 

５ 企画提案書等の受付期限 令和７年６月１３日（金） 

６ 一次審査 令和７年６月２７日（金） 

７ 一次審査結果通知 令和７年７月２日（水） 

８ プレゼンテーション審査（二次審査） 令和７年７月９日（水） 

９ 選定結果通知 令和７年７月１６日（水） 

１０ 委託契約の締結 令和７年７月下旬頃 

 

４  参加資格  

 本プロポーザルに参加できる事業者は、次に掲げる要件を全て満たしているものとする。 

 （１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ていないこと。 

 （２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始
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の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手

続開始の申立てがなされている者でないこと。 

 （３） 大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく資

格停止措置、その他国又は奈良県による同様の措置を受けている者本市の指名停止を

受けている者でないこと。 

 （４） 大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第

４号又は第５号に該当する者でないこと。 

 （５） 本市と同規模（人口５万～８万人）またはそれ以上の規模の地方公共団体にお

いて、過去２年（令和５年４月１日～）において２自治体以上の介護認定審査会によ

る審査及びその準備業務の受託実績があること。 

 （６） 居宅支援サービス又は介護保険施設等要介護認定の申請を行う側の事業者でな

いこと。  

 （７） ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）又はプライバシーマーク認証

の取得事業者であること。 

 

５  参加手続  

（１）  次に掲げる書類を提出すること。 

① 参加申込書【様式１】 

※ 登録事業者は本市の競争入札参加資格者名簿への登録の際に届出された使用印

鑑届の印を使用すること。 

※ 登録事業者以外は、代表取締役の実印を使用すること。 

② 暴力団排除に関する誓約書【様式２】 

※ 登録事業者は本市の競争入札参加資格者名簿への登録の際に届出された使用印

鑑届の印を使用すること。 

※ 登録事業者以外は、代表取締役の実印を使用すること。 

③ 事業者概要書【様式３】 

④ ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）、プライバシーマーク認証の登録書

の写し（両方取得している場合は両方の写し） 

※ 有効期間内の登録書を提出すること。 
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⑤ 法人案内・会社パンフレット等 

⑥ 同種業務実績【様式４】 

※ここでいう同種業務実績とは、介護認定審査会に係る業務の実績をいい、具体的

には審査会資料の読込、問い合わせ・変更内容の伝達、書記、審査会進行補助等

の審査会運営補助・システムへの審査結果の入力・審査結果報告書作成等を含む。 

※令和５年４月１日以降の実績について記入し、実績を証明できる書類（契約書等）

の写しを添付すること。（令和５年４月１日より前の契約であっても、令和５年４

月１日から令和７年９月３０日までが履行期間内であるものは記入すること） 

※【様式４】には応募者が特定できる会社名等は記載しないこと。また、契約書の 

 写しについても、応募者が特定できる会社名等が記載されている場合は黒塗りす

ること。 

⑦ 履歴事項全部証明書の写し（発行後３か月以内のもの）１部 

印鑑証明書の写し（発行後３か月以内のもの）１部 

※大和高田市の登録事業者については、提出の必要はない。 

 

（２） 提出期限等 

提出期限 令和７年６月２日（月）午後５時 必着 

受付時間 午前９時から午後５時まで 

提出方法 持参又は郵送 

※ 郵送の場合は、配達記録が確認できる方法により提出すること。  

※ 持参の場合は、必ず事前に電話連絡をすること。 

提出部数 正本１部（上記（１）の①～⑦）、副本８部（上記（１）の⑥） 

留意点 ① 参加申請関係書類の提出後に参加辞退する場合は、速やかに電話連絡す

るとともに、辞退届【様式５】を持参又は郵送により提出すること。 

 

６  企画提案書の提出 

 （１） 次に掲げる書類を企画提案書一式とし、Ａ４片面（必要に応じてＡ３折込みも

可）で提出すること。 

① 企画提案書（鑑）【様式６】  
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※ 登録事業者は本市の競争入札参加資格者名簿への登録の際に届出された使用

印鑑届の印を使用すること。 

※ 登録事業者以外は、代表取締役の実印を使用すること。 

② 本業務に関する提案【任意様式】 

・以下の項目順に、１２ページ以内にまとめること。 

１. 基本的な考え方 

２. 業務実績 

３. 実施体制 

４. 情報管理体制 

５. その他 

③ 実施体制  

ア 配置予定者一覧【様式７－１】  

・本業務の遂行にあたって、「総括責任者」、「業務責任者」、「業務担当者」となる

者について記載すること。  

・総括責任者と業務責任者が同一の者となる場合は、その旨を本様式に記載するこ

と。 

※「総括責任者」とは、本業務の最高責任者であって、最終決定を行う者をいう。 

※「業務責任者」とは、本業務の遂行に必要な指揮監督、進捗管理を行う者をい

い、業務遂行に関して本市との連絡窓口として、必ず１名選任すること。  

※「業務担当者」とは、総括責任者・業務責任者以外で、各分野における担当者

や、本市との打合せに参加しうる者等、一定程度主要な役割を担う者をいう。 

イ 業務分担及び業務実施体制【様式７－２】  

・業務分担や業務実施体制について、業務間の関係性が分かるように記載するこ

と。  

・業務フローや実施体制を図式化する等により、担当者の配置を明示すること。 

・各配置について、担当予定の人数を記載すること。また、担当者を配置するにあ

たり、特に考慮したい業務実績や資格等があれば、合わせて記載すること。担当

者が未定の場合は「未定」と記入し、現時点で予定している要件（例：〇〇の経

験者、△△の資格保持者など）があれば、合わせて記載すること。 
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・【様式７－１】の記載内容と整合性がとれるよう留意すること。  

・業務が遅延した際のバックアップ体制、不測の事態（病気休暇や交通災害等）

が生じた際の対応も記載すること。 

④ 情報管理体制（個人情報等）【様式８】  

・個人情報を保護し、また、本市から提供するデータの管理に万全を期すための情

報管理体制について記載すること。  

⑤ 価格提案書【任意様式】  

・年度毎の金額の内訳を消費税及び地方消費税抜きで明らかにした上で、その内訳

の小計に消費税及び地方消費税率（１０％とする。）を乗じたものを最終的な見

積額として記載すること。  

・提案金額は、上記「２業務の概要(５)提案上限金額」を超えないこと。 

※ 登録事業者は本市の競争入札参加資格者名簿への登録の際に届出された使用

印鑑届の印を使用すること。 

※ 登録事業者以外は、代表取締役の実印を使用すること。 

 

 （２） 提出期限等 

提出期限 令和７年６月１３日（金）午後５時 必着 

受付時間 午前９時から午後５時まで 

提出方法 持参又は郵送 

※郵送の場合は、配達記録が確認できる方法により提出すること。  

※持参の場合は、必ず事前に電話連絡をすること。 

提出部数 正本１部、副本８部 

留意点 ① 副本には、応募者が特定できる会社名等は記載しないこと。 

② 企画提案書一式の提出は、参加事業者１者につき、１提案とする。 

③ 提出期限後における書類等の差替え及び再提出は、認めない。ただし、

審査のため必要と認められる場合には、資料の補正、差替え及び再提出を

求める場合がある。 

④ 参加申込をしたにもかかわらず、提出期限までに書類の提出がなかった

場合は、参加辞退したものとみなす。 
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⑤ 企画提案書一式の提出後、参加辞退する場合は、速やかに電話連絡する

とともに、辞退届【様式５】を持参又は郵送により提出すること。 

 

７  質問及び回答 

提出期限 令和７年６月４日（水）午後５時 必着 

質問様式 質問票【様式９】 

提出方法 持参、ＦＡＸ又は電子メール 

※ＦＡＸ又は電子メールの場合は、送信後に電話連絡をすること。 

回答期限 令和７年６月６日（金） 

留意点 ① 回答は、企画提案に必要と判断される質問のみに限って行う。 

② 寄せられた質問に係る全ての回答を、参加事業者全員に対して、電子メ

ールにて行う。 

③ 質問が企画提案に必要であるか判断しがたい場合は、当該質問を行った

参加事業者に質問の主旨を確認する場合がある。 

 

８  契約候補者の選定方法  

 （１） 審査概要 

 ① 大和高田市要介護認定業務一部委託事業者選定プロポーザル審査委員会（以下「審

査委員会」という。）を設置し、一次審査（参加資格を満たす事業者が４者以下の場合

は省略する。）及びプレゼンテーション審査（二次審査とする。）を行い、総合評価点

が最も高い者を第１位の受託候補者として選定する。総合評価点が同点の場合は、委

員の多数決により決定する。 

 ② 参加事業者が１者であった場合でも審査を行う。 

 ③ プレゼンテーション審査（一次審査の評価点を含む）において、各委員の評価点を

１２５点満点とし、各委員の合計評価点（５００点満点）が、最低基準点として定め

る３５０点に満たない場合は、選外とする。 

 ④ 一次審査及びプレゼンテーション審査は、非公開とする。 

 

 （２） 一次審査 

 ① 参加資格を満たすと判断された事業者が５者以上いた場合は、一次審査を行い、得
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点の高い順に上位４者までを次のプレゼンテーション審査の対象とする。ただし、参

加資格を満たすと判断された事業者が４者以下の場合は、一次審査を省略し、すべて

の事業者をプレゼンテーション審査の対象とする。 

 ② 一次審査では、各委員が企画提案書等による「業務実績」と「価格妥当性」につい

て、別紙の審査基準に基づいて評価を行う。参加事業者の評価点は全委員の評価点の

合計とし、合計点の高い順に上位４者を通過とする。なお、複数の参加事業者におい

て評価点の合計が同点であった場合は、委員の多数決により、当該参加事業者の順位

を決定する。 

③ プレゼンテーション審査の選考結果は、令和７年７月２日（水）に全参加事業者に

書面及び電子メールにて通知する。 

 

 （３） プレゼンテーション審査(二次審査) 

 ① 一次審査を通過した事業者を対象とし、次のとおり実施する。 

実施日 令和７年７月９日（水） 

実施場所 大和高田市役所（開始時間・場所等の詳細は別途連絡） 

実施時間 各事業者４５分（プレゼンテーション２０分、質疑応答２５分） 

実施内容 企画提案書一式及び同種業務実績に基づくプレゼンテーション及び質疑 

実施条件 ① 資料の追加配布は認めない。ただし、提出済みの資料を要約したものを

スライド等で使用するのは可とする。 

② 本業務に直接携わる統括責任者または業務責任者のいずれかが必ず同席

すること。ただし、出席者は４名以内とする。 

③ プロジェクターは本市で準備するが、その他のプレゼンテーションに必

要な機材等は参加事業者で準備すること。なお、会場の無地白壁をスクリ

ーンとして代用使用は可とする 

④ プレゼンテーションの順番は、別途通知する。 

 ② 各委員は、参加事業者によるプレゼンテーションについて、別紙の審査基準に基づ

き審査を行い、その評価点と一次審査における評価点の合計を当該参加事業者の総合

評価点とする。ただし、一次審査が省略された場合は、プレゼンテーション審査の評

価点に加え、別途「業務実績」と「価格妥当性」について、一次審査で評価する予定

であった点数を加算し、これを総合評価点とする。 
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 ③ 全委員の総合評価点の高い順に、参加事業者の順位を決定する。なお、複数の参加

事業者において、総合評価点が同点の場合は、委員の多数決により、当該参加事業者

の順位を決定する。 

 

 （４） 最終審査結果の通知及び公表 

  提案書等の審査結果に係る通知及び公表は、次のとおりとする。 

通知方法 事業者ごとに書面 

通知予定日 令和７年７月１６日（水） 

結果の公表 ① 決定した第１位の受託候補者については、通知予定日に通知し、本市

ホームぺージで公表する。 

② 審査結果及び内容に関する問い合わせ、異議等については一切受け付

けない。 

 

９  契約の締結  

 本市は、最終審査結果により通知された受託候補者と、提案書等の記載事項に基づき、

契約の交渉を行うこととする。なお、辞退又はその他の理由により受託候補者と契約の締

結が困難となった場合は、次点事業者を繰り上げし、契約の交渉を行う。 

 

１０  失格事由  

 本プロポーザルの参加事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、棄権又は失格と

みなし、審査の対象から除外する。 

 （１） 提出した書類が本実施要領に示された内容を満たさない場合 

 （２） 提出した書類に故意又は重大な過失により虚偽の記載があった場合 

 （３） 価格提案書の金額が、委託上限金額を超えている場合 

 （４） 審査の公平性を害する行為があった場合 

 （５） その他審査委員会が社会通念上、失格にあたる事由があると認める場合 

 

１１  その他  

 （１） 書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時

及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位とする。 
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 （２） 書類に用いる文字の標準サイズは、10.5pt とする。最高サイズは特に指定しな

いが、最低サイズは 9pt までとする。ただし、図表中等やむを得ない部分はこの限り

ではない。書体は任意とする。 

 （３） 提出を受けた書類は、返却しない。 

 （４） 提出を受けた書類等は、本市の選定に係る作業に必要な範囲において複製を作

成する場合がある。 

 （５） 提出を受けた書類等は、大和高田市情報公開条例（平成１０年条例第２５号）

に基づく開示請求があった場合は、公開の対象となる。ただし、参加申請者が事業を

営む上で、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報

は非公開となる場合があるので、当該情報に該当すると考える部分がある場合は、あ

らかじめ文書により申し出ること。なお、委託事業者選定期間中においては、決定に

影響するおそれがあるため、全て非公開とする。 

 （６） 本プロポーザルに要する全ての経費は、参加事業者の負担とする。 

 

１２  問合せ・書類提出先  

本プロポーザルに関する問合せ、書類（質問票を含む。）の収受その他連絡調整に関す

る窓口は、次に記載する部署において行う。 

〒６３５-８５１１ 

奈良県大和高田市大字大中９８番地４   

大和高田市保健部介護保険課（支援事業担当） 

Tel）０７４５-２２-１１０１（内線 1611） 

Fax）０７４５-２４-１０５５ 

e-mail）kaigo@city.yamatotakada.nara.jp 


